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1. 研究の背景と目的

　国土交通省は「コンパクト・プラス・ネットワーク」

型の都市構造に向け、立地適正化計画を制度化したが、

中小都市では用途地域をそのまま居住誘導区域に設定す

る等、現状維持的な政策が続いている。しかし人口減少

が著しい中小都市では、一人当たりの行政コストは増大

し、人口規模に見合った都市構造が求められる。生活利

便施設等が撤退する居住誘導区域外に現状の用途地域も

含まれる場合や、計算値だけでは判断できない市民意向

を考慮するなど、用途地域に依存しない居住誘導区域の

設定が必要である。

本研究では、人口減少が著しく区域区分を廃止し、都市

計画マスタープラン注 1)（以下、都市マス）により集約型

都市形成を目指す夕張市を対象とし、持続可能な居住誘

導区域設定手法を提案する。具体的には、より詳細な人

口推計データと市民意向を比較分析し、居住誘導区域と

都市機能誘導区域の策定方法を提案する。

2. 研究の方法

　本研究は、①既往研究 1)2) 及び市民意向注 2) 注 3) から市の

現状を整理し、集約型都市形成の必要性を示す。②都市マ

ス策定以降の事業から段階的な拠点形成の検証を行う。

さらに立地適正化計画制度及び既往研究による分析項目

から居住誘導区域・都市機能誘導区域策定手法を提案す

る。③アンケートより町内会維持・集会施設利用の要点を

抽出する。④②の区域をインフラ維持管理コスト及び、③

の要点による市民意向分析から評価する。⑤以上より、維

持可能な都市形成に向けた将来人口推計に基づく立地適

正化計画策定の論点を示す。

3. 集約型都市形成の必要性

　市民意向、将来人口推計、行政負担の分析から、夕張

市における集約型都市形成の必要性を示す。

3-1. 人口減少に関する市民意向の分析

　町内会及び集会施設運営意向と QOL に住民への関する

アンケート調査注 2) から、人口減少が市民活動に与える影

響を考察する。活動が「充分に出来ている」のは 5 町内

会 (6％ ) と非常に少なく、少子高齢化や担い手減少が要

因であった。一方、将来的に「活動が不可能」は 20 町内

会 (26%) にとどまり、「活動縮小や運営への支障はあるが

将来的にも活動可能」と約 74% が回答した。また「地区

内集約は必要ない」は 16 町内会 (24%) にとどまり、「地

区内集約は必要注4)」と答えたのは 37 町内会 (54%) と 5
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割以上が集約型都市形成への賛同を示した。

3-2. 将来人口推計による都市構造計画（図 1）

　関連研究1) では 4 次 mesh 別将来人口推計注 5) を分析し、

行政と市民の意向を反映した結果、3人/ha以上のメッシュ

が連坦する地区を拠点とする将来都市構造を示した。都

市マスとは異なり、本庁地区は人口減少が著しく縮小す

べきだと示された。

3-3. 行政負担

　一人当たりの歳出額と人口密度の関係 ( 宮内氏試算 ) 

2) に準拠すると、市の一人当たりの歳出額注 6) は 1,849 千

円 / 年（内約 600 千円 / 年は公債）である。北海道平均

値は約 1,200 千円 / 年であり、夕張市の財政負担は非常

に大きいと言える。

4. 立地適正化計画の区域策定手法

4-1. 都市マスタープランの検証（図 1, 図 2）

　立地適正化計画の区域策定に重要な役割を果たす都市

拠点形成について、都市マス策定以降の公共事業で市街

地再編に大きな影響を持つ【公営住宅】と【公共施設】

の状況分析から考察する。【公営住宅】は、以後清水沢に

のみ新規建設が行われた。都市マス以前 10 年間は若菜に

も建設されており、清水沢を都市拠点とした効果と言え

る。【公共施設】では、清水沢に拠点複合施設が竣工し、

認定こども園が建設中。若菜に市立診療所が予定されて

いる。これらはいずれも拠点形成地域である。以上のよ

図 1 将来都市構造と都市マス及び人口推移
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人 /ha 注 8) を基準とし、2040 年に人口密度が 2 人以上 /ha

となるエリアを選定した。

この基準に当てはまる 500ｍメッシュは 17 つ、面積では

425ha であり、用途地域の約 36％であった。

 ①②より、2 人以上 /ha から災害警戒区域を除く

296.9ha を居住誘導区域として策定した。

4-2. 夕張市における立地適正化計画（図 3）

　3-1 章では、都市マスより都市構造をコンパクト化する

必要性を示した。用途地域より小さい居住誘導区域を設

定し、公共施設や公営住宅誘導を行い持続可能な都市構

造を実現することが求められる。この場合、民間施設は

行政計画に準じて誘導されると考えられる。

うな公共施設整備の動向から、都市マスで位置づけた拠

点地区に施設整備が実行され、段階的な都市拠点形成が

着実に進んでいる。

図 2　都市マス以降の公共事業及び区域策定手法

図 3　夕張市の区域整理

4. 立地適正化計画の区域策定手法

4-1. 都市マスタープランの検証（図 1, 図 2）

　立地適正化計画の区域策定に重要な役割を果たす都市

拠点形成について、都市マス策定以降の公共事業で市街

地再編に大きな影響を持つ【公営住宅】と【公共施設】

の状況分析から考察する。【公営住宅】は、以後清水沢に

のみ新規建設が行われた。都市マス以前 10 年間は若菜に

も建設されており、清水沢を都市拠点とした効果と言え

る。【公共施設】では、清水沢に拠点複合施設が竣工し、

認定こども園が建設中。若菜に市立診療所が予定されて

いる。これらはいずれも拠点形成地域である。以上のよ

4-3. 誘導区域策定手法（図 2, 図 4）

　立地適正化計画制度及び既往研究 1)2) より、2 つの検討

(①災害警戒区域、②人口密度 ) に基づき居住誘導区域を

策定した。

[①災害警戒区域注 7)：除いたエリアを選定 ]

　アンケート調査より、「防災準備をしていない」と答え

たのは 63 町内会と過半数であった。夕張市は高齢化が著

しく市民の防災への意識も低いため、非常時の避難は難

しい。市民意向と都市再生特別措置法等の一部改正 ( 令

和 2 年 9 月 7 日 ) に基づき、土砂災害特別警戒区域及び

土砂災害警戒区域を除くエリアを選定した。

 土砂災害警戒区域は全市的にまんべんなく広がってお

り、全地区で広い範囲で見られた。一方、土砂災害特別

警戒区域は本庁地区、若菜地区に多く見られた。

[②人口密度：2人以上 /ha のエリアを選定 ]

　2040 年の将来人口推計をもとに、将来的に一定程度の

人口が残るエリアを居住誘導区域の候補とする。具体的

には、2040 年における用途地域内の人口密度である 2.31

表 1　既存の全市的公共施設と QOL の関係性

4-4. 都市機能誘導区域策定手法（図 1, 図 2, 表 1）

　研究室での関連研究 1)3)4)5) の知見を手掛かりに、①将来

都市構造、②公共施設、③住宅に着目し、都市機能誘導区

域の設定を検討した。

[①将来都市構造：拠点地区である若菜、清水沢、紅葉山

内に選定 ]（図 1）

[②公共施設：全市的なサービス範囲の市民利用に向けた

公共施設が立地するエリアを選定 ] （表 1）

　医療福祉、教育、コミュニティ、余暇、地域性、経済

の QOL を担保する公共施設立地エリアを指定する。また

教育（子育て）、医療・福祉、利便性（行政サービス）は

拠点ごとに整備するものとした。

[③住宅：新規住宅建設のタネ地を考慮して選定 ]

　若菜、清水沢は地区外からの移転を受け入れられる公

営住宅があるが紅葉山にはない。立地適正化計画に向け

た市民会議注 3) では交通利便性の良い紅葉山地区への整備

要求があり、市民意向と一致し、新規建設のタネ地を考

慮する必要がある。また公営住宅活用は民間賃貸への提

供や用地譲渡も含める必要がある。市内企業への周辺市

町村からの通勤者の多さや民間賃貸による財政負担軽減

効果は以前から示されている視点である 5)。2019 年入居

開始で満室の民間賃貸（清水沢）へのアンケート注9) では、

居住者の 8割は 20~30 代の男女で、居住理由は半数が「家

賃の安さ」、市内居住意向は半数が「住み続けたい」であっ

た。市民会議でも「公営住宅以外の選択肢が少ない / 家

賃が高い」という議題が活発であり、若年層に向けた住

宅供給が今も市の課題であると明らかになった。

　①②③より、3 人 /ha 以上のメッシュが 2 つ以上連坦且

つ全市的な公共施設、集約可能な住戸数を担保する

101.1ha を都市機能誘導区域として導出した。

5. 市民意向を満たす集約方法（表 2, 図 4）

5-1. 町内会運営維持の条件

　町内会活動を続ける際の課題に対する住民意向につい

て8つのQOL（医療・福祉、教育、利便性、コミュニティ、余暇、

住環境、経済、地域性）項目 6) に関する意向を、ヒアリ

ングにより抽出したソフト面ハード面注 10) の観点から再分

析し、町内会運営維持の条件を抽出した。

　医療福祉、教育、コミュニティ、余暇、地域性、経済
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図 4　町内会運営の現状と展望

意向を調査した。

　町内会の施設利用率は、①2 町内会以下が 21 施設、②3

町内会以上且つ、地区内の半数以上は 4 施設であった。

また「週に 1度」以上の利用は 4施設（内 1施設は②）、「個

人宅を利用」は 7町内会であり、町内に集会施設がない、

又は使用料の問題が要因であった。2019 年の調査 3) では

維持方針とした 2 施設（都市拠点内）は、利用する全町

内会が「町内会での運営は難しい、廃止しても構わない」

と回答した。以上より、低頻度利用の施設はハード面よ

りも場の提供者や地区外施設への移動補助等のソフト面

の整備を行う必要がある。

6. 策定した居住誘導区域の考察

6-1. 市民意向を満たす条件（表 2, 図 5）

　4 章で策定した居住誘導区域内の 41 町内会意向につい

て「運営」と 5 章「住宅環境」の点から分析し、市民意

向を満たす居住誘導区域の条件を考察した。

[運営意向：「活動が不可能 /将来的に不可能」]

　「活動が不可能」は 5町内会、将来的に「活動が不可能」

は 10 町内会と少ない。集合住宅の居住者が多く、その町

内会加入率が低いため「活動に無関心な人が多い」こと

が理由であった。また「活動できていない」1 町内会は、

会費を集めているが役員のみが活動、若菜地区は単町で

の活動を廃止し連合の活動に絞る検討中等、活動内容や

重点項目は町内会により異なる。町内会活動維持には、

移転先検討要因として市民に町内会運営情報の開示を行

う等、QOL 項目で重視されている「コミュニティ」を満た

す方法を市民と考える必要がある。

[QOL【住宅環境】：除排雪 ]

　5 章で明らかにした町内会活動維持に必要な条件となる

「住宅環境」について、策定した居住誘導区域内では、「除

排雪不可能」は 1 町内会、「会社等に委託」は 11 町内会

であった。会費で委託する町内会は将来的に除排雪が不

可能という意見もあり、除排雪が可能な集約を考える必

要がある。

の QOL を担保する公共施設立地エリアを指定する。また

教育（子育て）、医療・福祉、利便性（行政サービス）は

拠点ごとに整備するものとした。

表 2　町内会運営維持の条件

【余暇 / コミュニティ】「お祭りやイベントの運営を主催」

「他町や連合町内会のものに参加」という意見は半数のみ

であり、お祭りやイベントは既に活動縮小の対象となっ

ていた。余暇やコミュニティ継続には、市での開催等を

考える必要がある。

【住宅環境】①除排雪：「会員同士の助け合いは理想的だが

少子高齢化や市街地の大きさから不可能」「助け合いは必

要ない」という意見が半数であった。一方、「国道沿いの

ため、行政による除排雪が受けられる」という居住地に

よる違いが見られた。②防犯灯：「防犯灯の維持だけで町

内会費が消える」という意見があった。町内会維持にお

いても集約によるコスト削減が重要であると言える。

【その他 / 情報開示】夕張市は公営住宅比率が高く、公営

住宅の棟を単位とした町内会が多く存在し、「将来を考え

るために公営住宅の維持管理方針を知りたい」という意

見があった。集約型都市形成に向け、公営住宅再編計画

など市民に関係ある計画の情報開示を行い市民と協同し

て将来を考える必要がある。

　また将来の高齢化への不安に、「住宅環境」として見守

りシステム、「医療・福祉、コミュニティ」における一人

で住めなくなった際のケアも必要である。以上より、ハー

ド面では「住宅環境」、ソフト面では「余暇 /コミュニティ」

「情報開示」の視点が町内会の維持に必要である。

5-2. 町内会の集会施設利用条件

　公共施設再編で最も財政効果が高いと判明した 3)「コ

ミュニティ」を担保する 26 集会施設の町内会運営・利用
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対象 / 民間賃貸住宅「Fiore」「Regalo」全 16 戸　回収 /11 戸 (69％）10) ソフト面：運営方
法などマネジメントに関わる視点、ハード面：市街地集約など建物再編に関わる視点 11) 
3) の集会施設に公営住宅内集会施設を含めた（浴場 3 施設は除く）12) 夕張市地域別人口統
計（地域別・住民登録人口）2020 年度 10 月版 13) 現状インフラが維持されているエリアと
用途地域の差分を農業地帯とした。

示され、妥当であると言える。

7. 総括

　立地適正化計画策定において、人口推計及び行政負担、

市民意向を考慮し、人口規模に見合った都市構造形成を

目指すことが重要である。

[1] 都市マスによる拠点形成事業を示し、段階的な拠点形

成への提案を行う意義を明らかにした。

[2] 災害警戒区域を含まず、一定の人口密度を保ち行政負

担を軽減する持続可能な居住誘導区域の策定手法を示し

た ( 図 2)。居住誘導区域は用途地域の約 28.7% である

296.9ha となった。

[3] 公共施設再編で最も再編効果が高いと示された集会施

設を調査した。低頻度利用の施設ではソフト面の対応を

市民と検討して行う必要がある。

[4] 策定した居住誘導区域の妥当性を市民意向とインフラ

再編から示した。市民意向より公営住宅維持方針や町内

会活動の「情報開示」と「除排雪」が可能な都市集約の

必要性が示された。インフラ再編からは一人当たりのコ

ストが現状より削減できることが明らかとなった。

　本研究では、「余暇」「コミュニティ」を満たす市民活

動が住み続けるために必要とした。しかし町内会以外の

まちづくり活動を含めた分析は行えていない。これらも

含めた市民主体のまちづくりを情報公開と共に進めてい

く必要がある。

後者の 4 町内会は全て個人宅で活動していた。居住誘導

区域外では町内会が活動を縮小していると言える。

6-3. インフラ再編による財政効果（表 3）

図 5　居住誘導区域策定によるインフラ維持管理費用削減効果

表 3　一人当たりのインフラ維持管理コスト

　居住誘導区域内のインフラ維持管理コストを算出する

と 105（百万円 / 年）であり、現状の 389（百万円 / 年）

と比べ 72% 減となった（図 5）。また居住誘導区域に加え、

農地を維持すると 202（百万円 / 年）であった。一人当た

りのコストは、現状では 51.6( 千円 /年 )であった。一方、

2040 年の将来人口でインフラを現状維持すると 135.0( 千

円 /年 )であり 160％増大と大幅な上昇が見られた。

　次にインフラを縮小するパターンを考える。実現可能

性の高い、居住誘導区域に加え生業の場である農地注 12) を

維持する場合は一人当たりのコストが 70.1（千円 / 年）

となり、2040 年の将来人口でインフラを現状維持する場

合の 48％減少となり、居住誘導区域策定による効果が見

られた。また 2040 年の居住誘導区域内人口注８）で居住誘

導区域内のみを維持すると 86.3( 千円 / 年 ) となり、

2040 年の将来人口でインフラを現状維持する場合の 36％

減少となり、こちらも居住誘導区域策定による効果が見

られた。誘導施策を行えば、より効果が大きくなると予

想できる。

　最後に、インフラを極端に縮小したパターンも示す。

2040 年の将来人口で居住誘導区域内のみを維持すると

36.5( 千円 / 年 ) であった。実現可能性は低いが、2040

年の将来人口でインフラを現状維持する場合の 83％減少

と減少率は大きく、現状よりも低いコストとなった。

　以上より、策定した住誘導区域内は区域外と比べ町内

会運営維持の可能性があった。また、インフラ維持管理

コストの検証から、居住誘導区域策定による削減効果も
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